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3.　実験結果

3.1　 m-SKT4の固溶元素量，%�S点，残留オーステナイト量，
焼入れまま硬さに与えるオーステナイト化温度の影響

Fig. 3にm-SKT4のオーステナイト化温度に対する固溶

V量の変化を示す。平衡計算結果（実線）に対して電解抽

出液のICP分析で実測した固溶V量（●）は概ね一致する

ことを確認した。固溶V量の増加は、炭化物の固溶限温度

を超えると飽和する傾向である。加えて、Fig. 4（a）～

（d）に、オーステナイト中の固溶炭素量（計算値）、MS
点、残留オーステナイト量および焼入れまま硬さの結果を

示す。いずれのパラメータも、炭化物の固溶限温度を超え

るとオーステナイト化温度に対する変化は飽和している。

これら挙動はオーステナイト化温度に対する典型的な挙

動15）である。以上より、本研究のオーステナイト化温度

範囲において、m-SKT4は平衡計算に近い固溶状態が達成

されていると総合的に判断した。

Fig. 4   Variations of (a)calculated carbon content in austenite,
(b)Ms temperature, (c)volume fraction of retained 
austenite, (d)as-quenched hardness as a function of 
austenitizing temperature.

3.2　 m-SKT4の組織寸法に与えるオーステナイト化温度
の影響

Fig. 5（a）～（c）に各オーステナイト化条件（Fig.2

（a））で熱処理したm-SKT4（HV ≒ 380）の等温保持

試験前における結晶方位マップを示す。また、Fig. 6（a）

Fig. 6   Variations of (a)prior austenite grain size and (b)block size 
as a function of austenitizing temperature. Gray markers 
show data of Yoshida et al5).

Fig. 5   Crystallographic orientation maps in m-SKT4 austenitized 
at (a)1143 K, (b)1223 K, (c)1273 K and (d)1203K 
followed by austempering(AT) at 603 K. All specimens 
were tempered to approximately 380HV.
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（b）にオーステナイト化温度に対する旧オーステナイト粒

径とブロック径の変化を示す。オーステナイト化温度の上

昇に伴い旧オーステナイト粒径およびブロック径は増加

した。また、これらの組織寸法の大小関係は、吉田らの

値5）と比較しても矛盾は無いと考える。なお、本研究では

TEM観察は実施していないため正確なラス幅は不明であ

るが、EBSDデータからラス幅を見積もる手法16）から、

ラス幅を定量化した結果をTable 2に示す。本研究では、

オーステナイト化温度とラス幅には明確な相関は見られな

かった。

3.3　 m-SKT4の焼戻し軟化抵抗と転位密度の減少に与え
るオーステナイト化温度の影響

Fig. 7にm-SKT4における焼入焼戻し後（Fig.2（a））の

硬さを示す。ここでは、次式の焼戻パラメータPを用いて

硬さを整理した。

Tは焼戻温度（K）、tは焼戻時間（h）である。Pの増加

に伴い硬さは減少するが、オーステナイト化温度の上昇に

伴い硬さは増加した。

Fig. 8（a）（b）にm-SKT4における893 K等温保持試験

後（Fig. 2（c））の硬さと転位密度をそれぞれ示す。Fig. 

7と同様にPを用いて整理した。Fig. 8（a）より、Pの増加

に伴い硬さは減少し、オーステナイト化温度の上昇に伴い

硬さは増加した。一方、試験前の転位密度は8.4～9.2×

1014 m-2（modifi ed Williamson-Hallプロットの傾きφ = 

Fig. 7   Variation of hardness in m-SKT4 as a function of tempering 
parameter.

0.064～0.067）とほぼ一定であり、Pに対する転位密度

の変化は硬さと同様な挙動を示した（Fig. 8（b））。この

転位密度の挙動について、試験条件は異なるが吉田らの結

果5）と一致する。

3.4　 m-SKT4の転位密度の減少に与えるオーステンパー
処理の影響

転位密度の減少に与える組織寸法の効果を検証するた

め、m-SKT4に対しオーステンパー処理を実施した（Fig. 

2（b））。Fig. 5（d）の結晶方位マップから、粗大なベイ

ナイト組織が形成していると考えられる。また、ブロック

径は約6.7 μm（Fig. 6（b））である。

Fig. 9に893 K等温保持試験後（Fig. 2（c））の転位密

度を示す。ここでは、オーステンパー材の893 Kにおけ

る保持時間は108と360 ksの2水準で行なった。試験前

の転位密度はベイナイトの方が高いが、360 ks後の転位

密度はマルテンサイトとほぼ同様な値であった。

Fig. 8   Variations of (a)hardness and (b)dislocation density 
in m-SKT4 as a function of tempering parameter after 
isothermal tempering test at 893 K.

Table 2 Lath width evaluated from EBSD data. Step size is 0.05 μm. In this evaluation,
lath boundary is defi ned as a boundary with misorientation of 1 to 5°.
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3.5　 Fe-18Niの転位密度の減少に与えるオーステナイト
化温度の影響

転位密度の減少に及ぼすオーステナイト化温度の影響

は、吉田らの仮説5）から、炭化物と転位の相互作用が前提

条件である。そのため、炭化物を含まない、あるいは微量

な炭化物量では、オーステナイト化温度を上昇させても、

転位密度の減少挙動は変化しないと考え、極低炭素Fe-

18Niの転位密度の挙動を調査した。

Fig. 10に、Fe-18Niにおける焼入焼戻し後の転位密度

を示す。焼入ままの転位密度は約2.1×1015 m-2（φ = 

0.012）であり、先行研究17,18）の結果と一致した。Pの

増加に伴い転位密度は減少するが、オーステナイト化温度

1173 Kと1323 Kの間に有意な差は観測されなかった。

なお、硬さ変化のデータは省略するが、オーステナイト化

温度によらず、焼入れまま硬さはHV = 229、P=14808

の硬さはHV=226であった。

Fig. 10  Variation of dislocation density in Fe-18Ni as a function 
of tempering parameter.

4.　考察

4.1　転位密度の絶対値
本章では、焼戻し軟化抵抗（強度）を転位密度の挙動と

関連づけた上で、強化機構および速度論的解析を用いて考

察する。それらの考察をする上で、転位密度の絶対値は重

要な意味を持つため、本研究における取り扱いを本節で述

べる。

Masumuraらは、マルテンサイト中の固溶炭素に起因し

た正方晶化の効果により、修正法で求めた転位密度が過

大評価される19）ことを明らかにしている。そして、焼戻

しを加え、正方晶性を排除した0.55%C鋼の真の転位密

度を4.5×1015 m-2と報告している19）。岩村および髙木

らも同様に、0.26%C鋼までの転位密度は4.5×1015 m-2

である20）と報告している。本研究に用いたm-SKT4も約

0.5%Cを含むため、転位密度算出に対する正方晶性の影

響を受ける可能性があると考え、X線回折のピーク形状お

よび転位密度と焼戻しパラメータの関係を検証した。

Fig. 11に焼入れまま材の {200} のラインプロファイ

ルを示す。比較としてm-SKT4に近い炭素量のS53Cおよ

び0.2%CのSCM420も合わせて示す。m-SKT4の焼入ま

ま材において、低角側へ裾が広がる非対称なピークである

ことを確認した。この非対称性を非対称擬フォークト関

Fig. 11  {200} diff raction peaks in the as-quenched m-SKT4, 
S53C and SCM420.

Fig. 9  Variation of dislocation density in m-SKT4 as a function of 
tempering parameter after isothermal tempering test at 893 
K. Both specimens were austenitized at 1203 K．
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数のskewnessのパラメータを用いて簡易的に評価した結

果も図中に示す。ここでskewnessが0の時は対称なピー

ク、正に大きい場合は低角側にピークの裾が長いことを

表わす。オーステナイト化温度の上昇および炭素量の増

加に伴いskewnessは増加する傾向である。したがって、

m-SKT4においても、修正法で転位密度を評価する際に固

溶炭素の影響が示唆される。

Fig. 12に焼戻しパラメータ（P < 17000）に対する

転位密度の変化を示す。Pの増加に伴い転位密度は減少

し、S53CおよびSCM420のP =12870における転位密

度はそれぞれ3.4×1015 m-2、4.4×1015 m-2である。こ

れは先行研究の焼戻した類似鋼21,22）と概ね一致した。一

方、m-SKT4の転位密度はP>16000の範囲で、4.5×

1015 m-2未満の値が得られた。m-SKT4は炭素と強い引力

相互作用を持つV23）が添加されており、炭素とVの相互作

用により固溶炭素の影響が高いPまで維持されたと考える

が、詳細は不明である。以降の解析では、m-SKT4の固溶

炭素の影響を受けない真の転位密度が4.5×1015 m-2と仮

定し、固溶炭素の影響が小さく、残留オーステナイトも完

全に分解していると考えられるP >16000以上のデータ

を用いて解析する。

4.2 強度と転位密度の関係
本研究では焼戻し軟化抵抗の強度指標として硬さ（Fig. 

7,8）を用いて評価した。まず、修正法から得られた転

位密度を用いて硬さとの関係を議論する。Fig. 13（a）

にビッカース硬さと転位密度の平方根との関係を示す。

オーステナイト化温度によらず硬さの広い範囲でBailey-

Hirschの関係24）が成立する。したがって、焼戻しに伴う

硬さ変化は主に転位強化量の変化であり、オーステナイト

化温度の上昇に伴う硬さの増加（Fig. 7、8）は主に転位

密度の違いに帰着できると考える。

最近の研究では転位強化量に対し転位の性質や弾性応

力場も影響することが報告されている25-27）。本研究でも

Fig. 12  Variation of dislocation density in m-SKT4, S53C and 
SCM420 as a function of tempering parameter.

Fig. 13（a）の関係を詳細にみると非線形性が示唆され、

この理由について転位強化の理論式から考察する。

m-SKT4における転位の配置パラメータM*は、16000 

< P < 18000の範囲で約1、P ≧ 18000の範囲で0.9程

度であり、ラス内部の転位分布は概ねランダムであると考

えられる。よって、転位の構造を3次元格子モデル23）で

仮定し、その時の転位強化量は以下のように表され

る27）。

MはTaylor因子、βは線張力係数、Gは剛性率、bは

バーガースベクトルの大きさ、θは転位の張出角度、ρは

転位密度である。線張力係数βは次式で表される。

Rは転位の弾性応力場半径、R0は転位芯半径、kは転位

係数で、バーガースベクトルと転位線ベクトルの成す角度

で決まる定数である。詳細は先行研究27）に譲るが、林立

転位により転位がピン止めされ、張出した際の転位性質の

変化と異符合の転位間の相互作用を考慮したモデルで線張

力係数β70を計算した。張出角を70
o27）、R0は0.5 

nm28）、転位が張出す前のバーガースベクトルと転位線ベ

クトルの角度は修正法から得たらせん成分の割合S（Fig. 

14）を用いて算出した。本計算で得られたβ70の範囲は

0.25～0.44である。

式（2）を用いるため、硬さから降伏強度（0.2%耐力）

Fig. 13  Relation between (a)Vickers hardness, (b)yield strength 
and square root of dislocation density in m-SKT4.
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への換算を行なう。換算式は以下の式29）を用いた。

ここでHVの単位はSI単位である。m-SKT4の一部の試

験片について、JIS 14A号（平行部直径6 mm、標点長さ

30 mm）、初期ひずみ速度4.5×10-4 s-1の室温引張試験

を実施し、式（4）の妥当性を検証した。HV =287～508

において、式（4）の換算値は誤差-9～5%の範囲で一致し

た。したがって、本研究では式（4）を用いてm-SKT4の硬

さを降伏強度に変換することは妥当であると判断する。な

お、換算に用いたデータにおいて、X線回折から得られる

残留オーステナイト量はほぼ0であり、強度に対する残留

オーステナイトの影響は無視できると考える。

Fig. 13（b）に降伏強度と転位密度の平方根との関係を

示す。ここでは、実測した降伏強度と換算値を区別せず

プロットしている。Fig. 13（b）から得られた見掛けの傾

きは赤間ら30）の冷間圧延した鉄の降伏強度と√ρの傾き

1.8×1018と概ね一致した。さらに、Fig. 15に降伏強度

をβ70√ρでプロットした結果を示す。Fig. 13（b）と比

較し高い相関を得た。このことはm-SKT4の転位強化に対

し、転位密度に加えて線張力係数の変化も考慮する必要が

Fig. 15  Modifi ed Bailey-Hirsch relation in m-SKT4.

ある25-27）ことを示唆している。これらの解析結果から、

P >16000のm-SKT4の強度変化は主に転位強化が支配

的であると推定する。

4.3　 転位密度の減少に与えるオーステナイト化温度の効
果

4.2節では、焼戻しに伴う強度変化は転位強化が支配的

であると推定した。本節では、強度を支配する転位密度の

減少に対する要因を考察する。吉田らは転位密度の減少速

度に与えるブロック径の影響5）を報告した。吉田らの仮説

では、転位の上昇運動に対し、炭化物（析出物）が転位運

動の抵抗となり、ブロック径の増加により、転位1本が接

触する炭化物数が増加することで転位密度の減少が抑制

される。具体的には、後述する転位密度の減少係数mがブ

ロック径の逆数に比例する5）ことを示している。本研究で

は、この仮説について検証する。

まず、吉田らの仮説では転位の上昇運動に対する抵抗と

して、「炭化物」の存在が前提条件である。Fig. 10に示

したように極低炭素鋼Fe-18Niにおいて、オーステナイト

化温度を1173 Kから1323 Kに上昇させても、転位密度

の減少挙動はほとんど変化しなかった。この結果から、吉

田らが提案するように転位密度の減少に対し炭化物が影響

すると考えられる。

次に、893 Kの等温保持試験の結果（Fig. 8,9）から得

られた転位密度の挙動を次式の微分方程式31）に基づいて

解析する。

ρは転位密度（m-2）、tは時間（s）、mは転位密度の

減少係数、ρ∞（m
-2）は無限時間焼戻した時の転位密度

（10-10 m-2 と仮定32）する）である。nは転位密度の減少

機構に依存する指数であり、転位の上昇運動により転位が

粒界へ吸収される場合はn=1、転位の上昇運動による異符

合の転位対の合体消滅する場合はn=2とモデリングされて

いる33）。m-SKT4を解析した結果、n=2の場合の相関係

数が高い結果が得られた5）ことから、n=2の転位密度の減

少係数mを求めた。なお、Fig. 14に示した通り、焼戻し

パラメータの増加に伴い、らせん成分の割合Sは増加し、

刃状成分は減少する5,21）。刃状転位はらせん転位と異な

り、空孔と相互作用するため34）、刃状転位の上昇運動と

それに伴う刃状転位対の合体消滅が、転位密度の減少の過

程となると考えられる。

Fig. 16（a）～（c）に893 Kの等温加熱試験から得られた

減少係数mを示す。Fig.16（a）はオーステナイト化温度、

（b）はマルテンサイトのブロック径の逆数、（c）オーステ

ナイト化時の固溶V量（計算値）でm値をプロットしてい

る。なお、（b）における1223 Kのブロック径はEBSD測

定を実施していないため、Fig. 6の結果から得られる旧

Fig. 14  Variation of screw component as a function of tempering 
parameter.
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オーステナイト粒径とブロック径の関係から内挿した値で

ある。

Fig. 16（a）より、オーステナイト化温度の上昇に伴い

m値は減少し、炭化物の固溶限温度を超えるとm値の変

化は飽和する。一方でFig. 16（b）に示すように、mをブ

ロック径の逆数でプロットすると、見掛け上ブロック径の

わずかな変化でmが減少することになる。加えて、ブロッ

ク径の大きいベイナイトとブロック径の小さいマルテンサ

イトのm値を統一的に整理することできない。以上、①減

少係数mの炭化物の固溶限温度以上のオーステナイト化温

度に対する変化の飽和、②ブロック径の逆数に対するm値

の傾き、③ベイナイトとマルテンサイトのm値の比較、こ

れら3点を考慮すると、m-SKT4における1143～1273 

Kのオーステナイト化温度の影響は、組織寸法の効果より

Fig. 16  Variation of decrease coeffi  cient of dislocation density m 
obtained from Fig. 8(b) as functions of (a)austenitizing 
temperature, (b)inverse of block size and (c)calculated 
V content in austenite. Note that block size austenitized 
at 1223 K is interpolated from Fig. 6. 

も固溶元素（あるいは二次炭化物）の効果6-9）の方が相対

的に大きい（Fig.16（c））と推定する。

3.1で示したように、平衡計算および各種パラメー

タの挙動から、1143～1273 Kの範囲でオーステナ

イト化時の固溶元素量は増加すると判断した。具体

的には固溶V量は約0.037%増加する（Fig. 3）。こ

のV量の変化は見掛け上小さいが、西田らの実験結

果6）（文献6のFig.1）の923～973 Kの焼戻し範囲

において、0.15%C-0.111%V鋼の焼戻し硬さは、

0.17%C-0.075%V（ΔV = 0.036%）よりもΔHV ≒

20～30程度高い。西田らは転位密度を定量化していない

が、4.2で示したように硬さと転位密度には相関があるこ

とから、このような微量なV量の増加でも焼戻し軟化抵抗

は向上すると考えられる。また、Michaudらが指摘して

いるように、熱間工具鋼において、オーステナイト化温度

を上昇させることは一次炭化物を固溶させ、焼戻しにお

ける二次炭化物の体積率を増加させる35）。したがって、

オースナイト化時の固溶元素の増加とそれに伴なう焼戻し

時の二次炭化物の増加により、転位と接触する炭化物数5）

が増加し、刃状転位の上昇運動に対する抵抗力が向上した

推測する。なお、本研究は二次炭化物量を直接定量してな

いため、二次炭化物の定量化は今後の課題とする。

5.　結言

熱間鍛造用型鋼SKT4の改良鋼（m-SKT4）の焼戻し軟

化抵抗に与えるオーステナイト化温度の影響を、組織寸法

と固溶元素（あるいは二次炭化物の析出）の観点から検証

した。以下に、本研究で得られた結論を示す。

（1）平衡計算から得られたm-SKT4の炭化物の固溶限温

度1194 Kを挟む1143～1273 Kのオーステナイト化温

度で焼入れした結果、マルテンサイト中には平衡濃度に近

いVが観測された。また、オーステナイト化温度の上昇に

伴うMS点、残留オーステナイト量および焼入れまま硬さ

は、炭化物の固溶限温度を境界として変化が飽和する典型

的な挙動を示した。したがって、本研究のオーステナイト

化温度範囲において、m-SKT4は平衡計算に近い固溶状態

が達成されていると総合的に判断した。

（2）m-SKT4において、オーステナイト化温度の上昇に

伴い焼戻し軟化抵抗（硬さ）が向上すること、および転位

密度の減少が抑制されることを確認した。硬さと転位密度

の間にはBailey-Hirschの関係が成立すること、および線

張力係数の効果を取り入れた解析から、高温焼戻し後の

m-SKT4の強度変化は主に転位強化が支配的であると推定

した。
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（3）893 Kの等温保持試験の結果に対して速度的解析を

行ない、転位密度の減少係数mを求めた。オーステナイト

化温度の上昇に伴い減少係数mは減少した。次の3点を考

慮すると、減少係数mに対するオーステナイト化温度の影

響は、ブロック径の効果よりも固溶元素量の増加に伴う焼

戻し時に析出する二次炭化物量の増加の効果の方が相対的

に大きいと結論した。

① オーステナイト化温度に対する減少係数mの変化は、

炭化物の固溶限温度を超えると飽和する。

② ブロック径の逆数でプロットすると、見掛け上ブロッ

ク径のわずかな変化でmが減少する。

③ オーステンパー処理した粗大なブロック径のベイナイ

ト組織の減少係数mは、ブロック径の小さいマルテン

サイトと変わらず、ブロック径の効果だけでは減少係

数mを説明できない。
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